
監査役（非常勤）
松村 篤樹

1986年 4月 新日本製鐵株式会社
  （現 新日鐵住金株式会社）入社
2008年 8月 シルトロニック・ジャパン株式会社
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10年間財務データ

2007年度

580,637

31,775

25,151

20,287

11,793

5.5%

2.0%

608,902

134,861

128,304

270,720

237,480

371,418

289,816

184,225

21.1%

8.8%

10.4%

24,768

△ 23,215

1,553

△ 16,485

28.18

14.69

8.0

3.0

20,805

20,141

4,967

2008年度

506,826

△ 6,860

△ 14,883

△ 21,431

△ 29,643

△1.4%

△5.8%

514,974

75,624

72,964

278,623

175,170

339,801

258,666

180,682

14.2%

△17.7%

△50.9%

14,644

△ 23,339

△ 8,695

9,399

△50.64

△49.42

6.0

0.0

19,235

25,128

5,008

2009年度

419,118

5,780

2,357

△ 9,491

△ 7,250

1.4%

△1.7%

510,073

88,217

86,858

252,340

180,576

329,498

238,684

183,172

17.0%

△1.3%

△28.4%

31,181

△ 10,840

20,341

△ 21,969

△3.39

△15.95

2.0

0.0

11,255

24,501

4,602

業績・収益性の推移

売上高

営業利益又は営業損失（△）

経常利益又は経常損失（△）

税金等調整前当期純利益又は損失（△）

親会社株主に帰属する当期純利益又は損失（△）

売上高営業利益率

売上高当期純利益率

財務状態・効率性の推移

総資産

純資産

自己資本

有利子負債残高

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

自己資本比率

ROE（自己資本当期純利益率）

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

1株当たり情報

当期純利益又は当期純損失（△）（円）

配当金（円）

設備投資・研究開発

設備投資額

減価償却費

研究開発費

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

計

UACJ／古河スカイ

住友軽金属工業

計

計

計

計

UACJ／古河スカイ

住友軽金属工業

UACJ／古河スカイ

住友軽金属工業

計

計

計

注：2013年度より、期末日満期手形等の会計処理を変更しましたが、2012年度以前の主要な経営指標等については遡及処理前の数値を記載しています。2012年度以前は旧古河スカイと旧住友軽金属工業の単純合計です。
2013年度上半期は旧両社合算、下半期はUACJの業績数値を記載しています。

2010年度

466,699

27,933

23,146

18,676

19,157

6.0%

4.1%

524,527

105,174

103,921

242,035

205,286

319,240

237,988

181,364

19.8%

18.6%

23.1%

35,923

△ 13,595

22,328

△ 5,441

52.70

16.64

6.0

0.0

9,092

23,445

4,886

2011年度

452,898

18,709

16,595

10,098

11,838

4.1%

2.6%

535,148

124,440

122,985

225,324

204,890

330,257

263,221

147,487

23.0%

5.1%

19.1%

36,239

△ 38,120

△ 1,881

△ 8,034

15.59

14.95

6.0

1.5

13,351

22,821

5,111

2012年度

436,485

15,069

14,606

9,743

4,656

3.5%

1.1%

536,200

138,166

136,387

215,318

191,653

344,547

251,858

146,175

25.4%

4.3%

2.7%

29,032

△ 21,520

7,512

△ 12,887

13.85

2.59

6.0

3.5

25,554

20,121

5,031

2013年度

364,107

17,772

16,798

15,523

9,946

4.9%

2.7%

608,490

168,140

155,515

256,309

236,638

371,852

236,387

203,963

25.6%

8.6%

̶

14,233

△ 25,452

△ 11,219

14,067

30.36

̶

9.0

̶

27,104

17,165

3,688

2014年度

572,541

23,679

21,337

18,856

8,649

4.1%

1.5%

677,952

187,136

172,305

295,953

269,889

408,063

287,884

202,932

25.4%

5.3%

̶

26,777

△ 49,668

△ 22,891

25,694

20.21

̶

6.0

̶

46,539

22,636

4,619

2015年度

575,735

15,212

12,010

13,976

5,105

2.6%

0.9%

662,543

178,582

165,030

289,006

263,409

399,135

249,784

234,177

24.9%

3.0%

̶

22,511

△ 34,759

△ 12,248

11,176

11.94

̶

6.0

̶

30,489

22,893

4,630

単位：百万円（四捨五入）

2016年度

568,316 

25,869 

19,819 

18,281 

8,715 

4.6%

1.5%

725,443 

198,360 

184,090 

323,825 

305,563 

419,880 

237,650 

289,433 

25.4%

5.0%

̶

28,393 

△ 55,456

△ 27,063

49,478 

20.16

̶

6.0

̶

31,556 

23,508 

4,412

財務・業績報告
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2016年度の事業環境は、世界経済が全体的に緩やかな回

復基調にあるなか、国内においても企業部門、家計部門ともに

緩やかな景気回復が続きました。

このような環境のもと、アルミニウム圧延品業界における需

要も、全般として堅調に推移しました。板製品では、主力となる

飲料缶や自動車材の需要増が継続するとともに、液晶・半導体

製造装置の需要も好調で、内需全体で前年度を上回りました。

また、内需と輸出を合計した出荷量も3年連続で前年度比増と

なりました。

押出製品については、トラック・バス関連や建築関連の需要

が好調で、出荷総量は3年ぶりに前年度比増となりました。

伸銅品業界では、主力となる空調用銅管の主要用途である

家庭用および業務用エアコンの国内生産はいずれも堅調に推

移しました。これを受けて、国内出荷台数についても、両用途と

もに前年度比増となりました。

2016年度の当社グループの売上高は、自動車材や液晶・半

導体製造装置向けなどを中心に販売数量は前年度を上回った

ものの、円高による為替換算での減少や地金価格の下落による

影響により、ほぼ前年度並みの5,683億円（前年度比1.3％減）

となりました。

損益面では、公募増資と劣後ローンによる資金調達にともな

う費用の発生があったものの、統合効果によるコストダウンが当

初予定を上回ったほか、タイのUACJ (Thailand) Co., Ltd.

（以下、UATH）ラヨン製造所において生産性や販売数量の向上

により業績改善が進むなど、大きなプラス要因がありました。加え

て、エネルギー価格の下落や販売数量の増加、さらには地金価

格の下落にともなう棚卸評価関係の悪影響が前年度よりも縮小

したことなどにより、営業利益は259億円（同70.1％増）、経常

利益は198億円（同65.0％増）と、大幅な増益となりました。

また、棚卸影響を除いた実力を示す棚卸影響前経常利益は

240億円（同18.2％増）、Adjusted EBITDAは568億円（同

8.6％増）となりました。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益は87億円（同

70.7%増）となりました。

今後の経済情勢の見通しは、国内においては、金融緩和政策

の継続や輸出の持ち直し、底堅い消費・設備投資に支えられた

内需の回復が緩やかに継続すると想定されます。一方で、海外

においては、中東情勢や朝鮮半島情勢など地政学的リスクが強

まるなか、米国新政権による政策の行方に加え、欧州諸国のEU

離脱懸念、中国経済の下振れリスクなど、不透明感がさらに増

すものと想定されます。

このような経済環境下において、OPECの減産合意や米国

新政権によるドル安誘導懸念などによりエネルギー価格が上昇

するリスクもあり、当社業績への影響が不透明な要素もありま

すが、中期経営計画「Global Step Ⅰ」に掲げた内容を、各事業

へと具体的に展開し、環境変化に強い収益基盤の確立と持続

的な成長に取り組んでいきます。

中期経営計画「Global Step Ⅰ」の最終年度にあたる2017

年度は、販売数量について、UATHラヨン製造所の缶材が大幅

に増加するほか、自動車向け、液晶・半導体製造装置向けが前

年度比で増加すると見込んでいます。加えて、地金価格が上昇

する影響も含めて、売上高は前年度比617億円増の6,300億

円を見込んでいます。

損益面でも、販売数量の増加に加えて、UATHラヨン製造所

のさらなる業績改善、統合効果にともなうコストダウン、地金価

格上昇による棚卸評価関係の改善などにより、大幅な増益を見

込んでおり、統合以降の過去最高益を更新する見通しです。営

業利益は同101億円増の360億円、経常利益は同102億円増

の300億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同83億円増

の170億円を見込んでいます。

なお、実力ベースを示す棚卸影響前経常利益は同12億円増

の252億円、Adjusted EBITDAは同36億円増の604億円を

見込んでいます。

当社は、株主の皆様に対する配当の実施を利益還元の重要

な施策と考えています。安定的かつ継続的な配当の実施を基本

方針としながら、業績の動向や、企業価値向上のための投資や

競争力強化のための研究開発資金の確保、財務体質の強化な

どを総合的に勘案して判断していきます。

配当については、中間と期末の年2回の実施を基本方針とし

ており、期末配当については株主総会、中間配当については取

締役会により決定します。

2016年度は、中間・期末配当ともに1株当たり3円としまし

た。2017年度の配当については、1株当たり中間配当3円、期

末配当3円で年間合計6円※を予定しています。

2016年度末の資産合計は、2016年4月に米国の自動車用ア

ルミニウム構造材および各種アルミニウム部品の製造販売会社

の株式を取得し、UACJ Automotive Whitehall Industries, 

Inc.（以下、UWH）としてグループに迎えたことなどにより、

7,254億円（前年度比9.5％増）となりました。

負債合計は、上記の買収およびTAAのローガン工場や

UATHラヨン製造所への戦略投資にともなう長期借入金など

の増加により、5,271億円（同8.9％増）となりました。

純資産合計は、新株式の発行による資本金および資本剰余

金の増加や、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による

利益剰余金の増加などにより、1,984億円（同11.1％増）とな

りました。

財務基盤の強化に向けた資金調達
当社は2017年3月に公募増資と劣後ローンによる資金調達

を実施しました。146億円の公募増資は、UATHラヨン製造所

における設備投資のために発行したコマーシャル・ペーパーへ

の充当として、400億円の劣後ローンは、主に設備投資資金へ

の対応として調達しました。

このような金額バランスで両者を組み合わせたのは、劣後

ローンは格付上、資本性が50％（＝200億円）認められるため、

自己資本の希薄化を抑えながら財務基盤の安定を図れると考え

たためです。

当社グループの研究開発を担う「技術開発研究所」では、お

客様の多様なニーズや環境・エネルギーの社会変動に対応する

ため、基盤技術の開発から製品および利用技術の開発まで、一

貫した研究開発を進めています。

2016年度も、時代を先取りした革新的な製品・技術開発の

スピードアップを図るため、世界最先端の研究機関とも積極的

に連携するとともに、グローバルに対応できる人材の育成とコ

ンプライアンスの徹底にも注力しました。

なお、2016年度の研究開発費用は総額で44億円となりま

した。

アルミ圧延品事業
主力となるアルミニウム板製品については、缶材、自動車用

パネル材、自動車構造部品、自動車用熱交換器、IT関連機器、

メモリーディスク、船舶用厚板、リチウムイオン電池用集電体な

ど、幅広い分野において、多様化・高度化するお客様のニーズ

に応えるための研究開発に注力しました。

また、生産性の向上や製造コスト・環境負荷の低減に向けて、

ハード、ソフト両面から新規製造プロセスの開発やIoT技術の導

入を積極的に推進。あわせて、シミュレーション技術のさらなる

展開や、分析機器の利用高度化など、基盤技術の強化にも注力

しました。さらに、経済産業省委託事業である「革新的新構造材

料等研究開発プロジェクト」に参画し、次世代航空機への適用

を目指した新合金の開発に取り組んでいます。

押出製品については、強みとする自動車用熱交換器材料の

開発とともに、航空機や自動車構造部材、スマートフォン用筐体

などの新規需要に向けたアルミニウム合金材料の開発を進め

ています。

鋳鍛製品については、世界でも数社しか生産できないコンプ

レッサホイールなど、付加価値の高いアルミニウム部材の開発

に積極的に取り組んでいます。

2016年度は、摩擦撹拌接合の差厚接合を駆使したアルミ

テーラードブランク材の開発が高く評価され、開発パートナーで

ある太平洋工業株式会社とともに、超モノづくり部品大賞の「自

動車部品賞」を受賞しました。

なお、アルミ圧延品事業の研究開発費は、43億円となりました。

伸銅品事業
伸銅品事業では、エアコン用高強度銅管の開発を進め、より

高性能な省エネルギー型エアコンの開発・量産に大きく貢献し

ています。

エアコン用や建築配管用銅管については、蟻の巣腐食対策

材の開発を進め、新合金の量産を開始。その際、腐食メカニズ

ムの解明が高く評価され、日本銅学会第50回論文賞を受賞し

ました。

なお、伸銅品事業の研究開発費は、1億円となりました。

加工品・関連事業
加工品・関連事業では、高性能かつ精密なパワーコントロー

ルユニットなど冷却デバイスの開発を進めており、すでにサンプ

ル出荷を開始しています。今後は、さらなる需要拡大が期待さ

れる高性能用途への拡販を図ります。

空調熱交換器分野では、当社グループの技術総合力と材料・

評価分野での蓄積技術を駆使して、オールアルミニウム製の熱

交換器の開発を推進。2015年度から量産を開始しており、さら

なる拡販に向けた開発を進めています。

自動車部品分野では、量産を開始した全世界対応型超軽量

アルミニウム製バンパーシステムのさらなる拡販を図ります。さ

らに、国内および北米での自動車構造部品の需要増大に対応す

べく、アルミニウム部品の適用拡大への取り組みを強化します。

なお、加工品・関連事業の研究開発費は、5百万円となりました。

2016年度の設備投資は、成長分野・地域への戦略投資が

204億円、既存設備の維持更新に対する一般投資が112億円

で、総額は316億円となりました。セグメント別では、アルミ圧延

品事業が283億円、伸銅品事業が4億円、加工品・関連事業が

26億円、全社共通が2億円となりました。

主な戦略投資としては、北米での需要増大に対応するため、

TAAのローガン工場において鋳造能力を含めたアルミニウム

板圧延能力の増強に向けた設備投資で、2017年度も継続して

いきます。

なお、2017年度は、戦略投資454億円、一般投資159億円

の合計613億円を予定しています。

キャッシュ・フロー分析
2016年度末における現金及び現金同等物は、前年度末から

223億円増加し、411億円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通り

です。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益

が増加したことや、仕入債務が減少から増加に転じたことなど

により、前年度比26.1％増の284億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動において使用した資金は、現UWHの株式取得や関

係会社出資金の取得などにより、前年度比59.5％増の555億

円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により調達した資金は、新株式の発行による収入や

長期借入金による調達の増加により、前年度比342.7％増の

495億円となりました。

1. 経営成績について ２. 2017年度の見通しについて
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2016年度の事業環境は、世界経済が全体的に緩やかな回

復基調にあるなか、国内においても企業部門、家計部門ともに

緩やかな景気回復が続きました。

このような環境のもと、アルミニウム圧延品業界における需

要も、全般として堅調に推移しました。板製品では、主力となる

飲料缶や自動車材の需要増が継続するとともに、液晶・半導体

製造装置の需要も好調で、内需全体で前年度を上回りました。

また、内需と輸出を合計した出荷量も3年連続で前年度比増と

なりました。

押出製品については、トラック・バス関連や建築関連の需要

が好調で、出荷総量は3年ぶりに前年度比増となりました。

伸銅品業界では、主力となる空調用銅管の主要用途である

家庭用および業務用エアコンの国内生産はいずれも堅調に推

移しました。これを受けて、国内出荷台数についても、両用途と

もに前年度比増となりました。

2016年度の当社グループの売上高は、自動車材や液晶・半

導体製造装置向けなどを中心に販売数量は前年度を上回った

ものの、円高による為替換算での減少や地金価格の下落による

影響により、ほぼ前年度並みの5,683億円（前年度比1.3％減）

となりました。

損益面では、公募増資と劣後ローンによる資金調達にともな

う費用の発生があったものの、統合効果によるコストダウンが当

初予定を上回ったほか、タイのUACJ (Thailand) Co., Ltd.

（以下、UATH）ラヨン製造所において生産性や販売数量の向上

により業績改善が進むなど、大きなプラス要因がありました。加え

て、エネルギー価格の下落や販売数量の増加、さらには地金価

格の下落にともなう棚卸評価関係の悪影響が前年度よりも縮小

したことなどにより、営業利益は259億円（同70.1％増）、経常

利益は198億円（同65.0％増）と、大幅な増益となりました。

また、棚卸影響を除いた実力を示す棚卸影響前経常利益は

240億円（同18.2％増）、Adjusted EBITDAは568億円（同

8.6％増）となりました。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益は87億円（同

70.7%増）となりました。

今後の経済情勢の見通しは、国内においては、金融緩和政策

の継続や輸出の持ち直し、底堅い消費・設備投資に支えられた

内需の回復が緩やかに継続すると想定されます。一方で、海外

においては、中東情勢や朝鮮半島情勢など地政学的リスクが強

まるなか、米国新政権による政策の行方に加え、欧州諸国のEU

離脱懸念、中国経済の下振れリスクなど、不透明感がさらに増

すものと想定されます。

このような経済環境下において、OPECの減産合意や米国

新政権によるドル安誘導懸念などによりエネルギー価格が上昇

するリスクもあり、当社業績への影響が不透明な要素もありま

すが、中期経営計画「Global Step Ⅰ」に掲げた内容を、各事業

へと具体的に展開し、環境変化に強い収益基盤の確立と持続

的な成長に取り組んでいきます。

中期経営計画「Global Step Ⅰ」の最終年度にあたる2017

年度は、販売数量について、UATHラヨン製造所の缶材が大幅

に増加するほか、自動車向け、液晶・半導体製造装置向けが前

年度比で増加すると見込んでいます。加えて、地金価格が上昇

する影響も含めて、売上高は前年度比617億円増の6,300億

円を見込んでいます。

損益面でも、販売数量の増加に加えて、UATHラヨン製造所

のさらなる業績改善、統合効果にともなうコストダウン、地金価

格上昇による棚卸評価関係の改善などにより、大幅な増益を見

込んでおり、統合以降の過去最高益を更新する見通しです。営

業利益は同101億円増の360億円、経常利益は同102億円増

の300億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同83億円増

の170億円を見込んでいます。

なお、実力ベースを示す棚卸影響前経常利益は同12億円増

の252億円、Adjusted EBITDAは同36億円増の604億円を

見込んでいます。

当社は、株主の皆様に対する配当の実施を利益還元の重要

な施策と考えています。安定的かつ継続的な配当の実施を基本

方針としながら、業績の動向や、企業価値向上のための投資や

競争力強化のための研究開発資金の確保、財務体質の強化な

どを総合的に勘案して判断していきます。

配当については、中間と期末の年2回の実施を基本方針とし

ており、期末配当については株主総会、中間配当については取

締役会により決定します。

2016年度は、中間・期末配当ともに1株当たり3円としまし

た。2017年度の配当については、1株当たり中間配当3円、期

末配当3円で年間合計6円※を予定しています。

2016年度末の資産合計は、2016年4月に米国の自動車用ア

ルミニウム構造材および各種アルミニウム部品の製造販売会社

の株式を取得し、UACJ Automotive Whitehall Industries, 

Inc.（以下、UWH）としてグループに迎えたことなどにより、

7,254億円（前年度比9.5％増）となりました。

負債合計は、上記の買収およびTAAのローガン工場や

UATHラヨン製造所への戦略投資にともなう長期借入金など

の増加により、5,271億円（同8.9％増）となりました。

純資産合計は、新株式の発行による資本金および資本剰余

金の増加や、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による

利益剰余金の増加などにより、1,984億円（同11.1％増）とな

りました。

財務基盤の強化に向けた資金調達
当社は2017年3月に公募増資と劣後ローンによる資金調達

を実施しました。146億円の公募増資は、UATHラヨン製造所

における設備投資のために発行したコマーシャル・ペーパーへ

の充当として、400億円の劣後ローンは、主に設備投資資金へ

の対応として調達しました。

このような金額バランスで両者を組み合わせたのは、劣後

ローンは格付上、資本性が50％（＝200億円）認められるため、

自己資本の希薄化を抑えながら財務基盤の安定を図れると考え

たためです。

当社グループの研究開発を担う「技術開発研究所」では、お

客様の多様なニーズや環境・エネルギーの社会変動に対応する

ため、基盤技術の開発から製品および利用技術の開発まで、一

貫した研究開発を進めています。

2016年度も、時代を先取りした革新的な製品・技術開発の

スピードアップを図るため、世界最先端の研究機関とも積極的

に連携するとともに、グローバルに対応できる人材の育成とコ

ンプライアンスの徹底にも注力しました。

なお、2016年度の研究開発費用は総額で44億円となりま

した。

アルミ圧延品事業
主力となるアルミニウム板製品については、缶材、自動車用

パネル材、自動車構造部品、自動車用熱交換器、IT関連機器、

メモリーディスク、船舶用厚板、リチウムイオン電池用集電体な

ど、幅広い分野において、多様化・高度化するお客様のニーズ

に応えるための研究開発に注力しました。

また、生産性の向上や製造コスト・環境負荷の低減に向けて、

ハード、ソフト両面から新規製造プロセスの開発やIoT技術の導

入を積極的に推進。あわせて、シミュレーション技術のさらなる

展開や、分析機器の利用高度化など、基盤技術の強化にも注力

しました。さらに、経済産業省委託事業である「革新的新構造材

料等研究開発プロジェクト」に参画し、次世代航空機への適用

を目指した新合金の開発に取り組んでいます。

押出製品については、強みとする自動車用熱交換器材料の

開発とともに、航空機や自動車構造部材、スマートフォン用筐体

などの新規需要に向けたアルミニウム合金材料の開発を進め

ています。

鋳鍛製品については、世界でも数社しか生産できないコンプ

レッサホイールなど、付加価値の高いアルミニウム部材の開発

に積極的に取り組んでいます。

2016年度は、摩擦撹拌接合の差厚接合を駆使したアルミ

テーラードブランク材の開発が高く評価され、開発パートナーで

ある太平洋工業株式会社とともに、超モノづくり部品大賞の「自

動車部品賞」を受賞しました。

なお、アルミ圧延品事業の研究開発費は、43億円となりました。

伸銅品事業
伸銅品事業では、エアコン用高強度銅管の開発を進め、より

高性能な省エネルギー型エアコンの開発・量産に大きく貢献し

ています。

エアコン用や建築配管用銅管については、蟻の巣腐食対策

材の開発を進め、新合金の量産を開始。その際、腐食メカニズ

ムの解明が高く評価され、日本銅学会第50回論文賞を受賞し

ました。

なお、伸銅品事業の研究開発費は、1億円となりました。

加工品・関連事業
加工品・関連事業では、高性能かつ精密なパワーコントロー

ルユニットなど冷却デバイスの開発を進めており、すでにサンプ

ル出荷を開始しています。今後は、さらなる需要拡大が期待さ

れる高性能用途への拡販を図ります。

空調熱交換器分野では、当社グループの技術総合力と材料・

評価分野での蓄積技術を駆使して、オールアルミニウム製の熱

交換器の開発を推進。2015年度から量産を開始しており、さら

なる拡販に向けた開発を進めています。

自動車部品分野では、量産を開始した全世界対応型超軽量

アルミニウム製バンパーシステムのさらなる拡販を図ります。さ

らに、国内および北米での自動車構造部品の需要増大に対応す

べく、アルミニウム部品の適用拡大への取り組みを強化します。

なお、加工品・関連事業の研究開発費は、5百万円となりました。

2016年度の設備投資は、成長分野・地域への戦略投資が

204億円、既存設備の維持更新に対する一般投資が112億円

で、総額は316億円となりました。セグメント別では、アルミ圧延

品事業が283億円、伸銅品事業が4億円、加工品・関連事業が

26億円、全社共通が2億円となりました。

主な戦略投資としては、北米での需要増大に対応するため、

TAAのローガン工場において鋳造能力を含めたアルミニウム

板圧延能力の増強に向けた設備投資で、2017年度も継続して

いきます。

なお、2017年度は、戦略投資454億円、一般投資159億円

の合計613億円を予定しています。

キャッシュ・フロー分析
2016年度末における現金及び現金同等物は、前年度末から

223億円増加し、411億円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通り

です。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益

が増加したことや、仕入債務が減少から増加に転じたことなど

により、前年度比26.1％増の284億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動において使用した資金は、現UWHの株式取得や関

係会社出資金の取得などにより、前年度比59.5％増の555億

円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により調達した資金は、新株式の発行による収入や

長期借入金による調達の増加により、前年度比342.7％増の

495億円となりました。

1. 経営成績について ２. 2017年度の見通しについて
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2016年度の事業環境は、世界経済が全体的に緩やかな回

復基調にあるなか、国内においても企業部門、家計部門ともに

緩やかな景気回復が続きました。

このような環境のもと、アルミニウム圧延品業界における需

要も、全般として堅調に推移しました。板製品では、主力となる

飲料缶や自動車材の需要増が継続するとともに、液晶・半導体

製造装置の需要も好調で、内需全体で前年度を上回りました。

また、内需と輸出を合計した出荷量も3年連続で前年度比増と

なりました。

押出製品については、トラック・バス関連や建築関連の需要

が好調で、出荷総量は3年ぶりに前年度比増となりました。

伸銅品業界では、主力となる空調用銅管の主要用途である

家庭用および業務用エアコンの国内生産はいずれも堅調に推

移しました。これを受けて、国内出荷台数についても、両用途と

もに前年度比増となりました。

2016年度の当社グループの売上高は、自動車材や液晶・半

導体製造装置向けなどを中心に販売数量は前年度を上回った

ものの、円高による為替換算での減少や地金価格の下落による

影響により、ほぼ前年度並みの5,683億円（前年度比1.3％減）

となりました。

損益面では、公募増資と劣後ローンによる資金調達にともな

う費用の発生があったものの、統合効果によるコストダウンが当

初予定を上回ったほか、タイのUACJ (Thailand) Co., Ltd.

（以下、UATH）ラヨン製造所において生産性や販売数量の向上

により業績改善が進むなど、大きなプラス要因がありました。加え

て、エネルギー価格の下落や販売数量の増加、さらには地金価

格の下落にともなう棚卸評価関係の悪影響が前年度よりも縮小

したことなどにより、営業利益は259億円（同70.1％増）、経常

利益は198億円（同65.0％増）と、大幅な増益となりました。

また、棚卸影響を除いた実力を示す棚卸影響前経常利益は

240億円（同18.2％増）、Adjusted EBITDAは568億円（同

8.6％増）となりました。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益は87億円（同

70.7%増）となりました。

今後の経済情勢の見通しは、国内においては、金融緩和政策

の継続や輸出の持ち直し、底堅い消費・設備投資に支えられた

内需の回復が緩やかに継続すると想定されます。一方で、海外

においては、中東情勢や朝鮮半島情勢など地政学的リスクが強

まるなか、米国新政権による政策の行方に加え、欧州諸国のEU

離脱懸念、中国経済の下振れリスクなど、不透明感がさらに増

すものと想定されます。

このような経済環境下において、OPECの減産合意や米国

新政権によるドル安誘導懸念などによりエネルギー価格が上昇

するリスクもあり、当社業績への影響が不透明な要素もありま

すが、中期経営計画「Global Step Ⅰ」に掲げた内容を、各事業

へと具体的に展開し、環境変化に強い収益基盤の確立と持続

的な成長に取り組んでいきます。

中期経営計画「Global Step Ⅰ」の最終年度にあたる2017

年度は、販売数量について、UATHラヨン製造所の缶材が大幅

に増加するほか、自動車向け、液晶・半導体製造装置向けが前

年度比で増加すると見込んでいます。加えて、地金価格が上昇

する影響も含めて、売上高は前年度比617億円増の6,300億

円を見込んでいます。

損益面でも、販売数量の増加に加えて、UATHラヨン製造所

のさらなる業績改善、統合効果にともなうコストダウン、地金価

格上昇による棚卸評価関係の改善などにより、大幅な増益を見

込んでおり、統合以降の過去最高益を更新する見通しです。営

業利益は同101億円増の360億円、経常利益は同102億円増

の300億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同83億円増

の170億円を見込んでいます。

なお、実力ベースを示す棚卸影響前経常利益は同12億円増

の252億円、Adjusted EBITDAは同36億円増の604億円を

見込んでいます。

当社は、株主の皆様に対する配当の実施を利益還元の重要

な施策と考えています。安定的かつ継続的な配当の実施を基本

方針としながら、業績の動向や、企業価値向上のための投資や

競争力強化のための研究開発資金の確保、財務体質の強化な

どを総合的に勘案して判断していきます。

配当については、中間と期末の年2回の実施を基本方針とし

ており、期末配当については株主総会、中間配当については取

締役会により決定します。

2016年度は、中間・期末配当ともに1株当たり3円としまし

た。2017年度の配当については、1株当たり中間配当3円、期

末配当3円で年間合計6円※を予定しています。

2016年度末の資産合計は、2016年4月に米国の自動車用ア

ルミニウム構造材および各種アルミニウム部品の製造販売会社

の株式を取得し、UACJ Automotive Whitehall Industries, 

Inc.（以下、UWH）としてグループに迎えたことなどにより、

7,254億円（前年度比9.5％増）となりました。

負債合計は、上記の買収およびTAAのローガン工場や

UATHラヨン製造所への戦略投資にともなう長期借入金など

の増加により、5,271億円（同8.9％増）となりました。

純資産合計は、新株式の発行による資本金および資本剰余

金の増加や、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による

利益剰余金の増加などにより、1,984億円（同11.1％増）とな

りました。

財務基盤の強化に向けた資金調達
当社は2017年3月に公募増資と劣後ローンによる資金調達

を実施しました。146億円の公募増資は、UATHラヨン製造所

における設備投資のために発行したコマーシャル・ペーパーへ

の充当として、400億円の劣後ローンは、主に設備投資資金へ

の対応として調達しました。

このような金額バランスで両者を組み合わせたのは、劣後

ローンは格付上、資本性が50％（＝200億円）認められるため、

自己資本の希薄化を抑えながら財務基盤の安定を図れると考え

たためです。

当社グループの研究開発を担う「技術開発研究所」では、お

客様の多様なニーズや環境・エネルギーの社会変動に対応する

ため、基盤技術の開発から製品および利用技術の開発まで、一

貫した研究開発を進めています。

2016年度も、時代を先取りした革新的な製品・技術開発の

スピードアップを図るため、世界最先端の研究機関とも積極的

に連携するとともに、グローバルに対応できる人材の育成とコ

ンプライアンスの徹底にも注力しました。

なお、2016年度の研究開発費用は総額で44億円となりま

した。

アルミ圧延品事業
主力となるアルミニウム板製品については、缶材、自動車用

パネル材、自動車構造部品、自動車用熱交換器、IT関連機器、

メモリーディスク、船舶用厚板、リチウムイオン電池用集電体な

ど、幅広い分野において、多様化・高度化するお客様のニーズ

に応えるための研究開発に注力しました。

また、生産性の向上や製造コスト・環境負荷の低減に向けて、

ハード、ソフト両面から新規製造プロセスの開発やIoT技術の導

入を積極的に推進。あわせて、シミュレーション技術のさらなる

展開や、分析機器の利用高度化など、基盤技術の強化にも注力

しました。さらに、経済産業省委託事業である「革新的新構造材

料等研究開発プロジェクト」に参画し、次世代航空機への適用

を目指した新合金の開発に取り組んでいます。

押出製品については、強みとする自動車用熱交換器材料の

開発とともに、航空機や自動車構造部材、スマートフォン用筐体

などの新規需要に向けたアルミニウム合金材料の開発を進め

ています。

鋳鍛製品については、世界でも数社しか生産できないコンプ

レッサホイールなど、付加価値の高いアルミニウム部材の開発

に積極的に取り組んでいます。

2016年度は、摩擦撹拌接合の差厚接合を駆使したアルミ

テーラードブランク材の開発が高く評価され、開発パートナーで

ある太平洋工業株式会社とともに、超モノづくり部品大賞の「自

動車部品賞」を受賞しました。

なお、アルミ圧延品事業の研究開発費は、43億円となりました。

伸銅品事業
伸銅品事業では、エアコン用高強度銅管の開発を進め、より

高性能な省エネルギー型エアコンの開発・量産に大きく貢献し

ています。

エアコン用や建築配管用銅管については、蟻の巣腐食対策

材の開発を進め、新合金の量産を開始。その際、腐食メカニズ

ムの解明が高く評価され、日本銅学会第50回論文賞を受賞し

ました。

なお、伸銅品事業の研究開発費は、1億円となりました。

加工品・関連事業
加工品・関連事業では、高性能かつ精密なパワーコントロー

ルユニットなど冷却デバイスの開発を進めており、すでにサンプ

ル出荷を開始しています。今後は、さらなる需要拡大が期待さ

れる高性能用途への拡販を図ります。

空調熱交換器分野では、当社グループの技術総合力と材料・

評価分野での蓄積技術を駆使して、オールアルミニウム製の熱

交換器の開発を推進。2015年度から量産を開始しており、さら

なる拡販に向けた開発を進めています。

自動車部品分野では、量産を開始した全世界対応型超軽量

アルミニウム製バンパーシステムのさらなる拡販を図ります。さ

らに、国内および北米での自動車構造部品の需要増大に対応す

べく、アルミニウム部品の適用拡大への取り組みを強化します。

なお、加工品・関連事業の研究開発費は、5百万円となりました。

2016年度の設備投資は、成長分野・地域への戦略投資が

204億円、既存設備の維持更新に対する一般投資が112億円

で、総額は316億円となりました。セグメント別では、アルミ圧延

品事業が283億円、伸銅品事業が4億円、加工品・関連事業が

26億円、全社共通が2億円となりました。

主な戦略投資としては、北米での需要増大に対応するため、

TAAのローガン工場において鋳造能力を含めたアルミニウム

板圧延能力の増強に向けた設備投資で、2017年度も継続して

いきます。

なお、2017年度は、戦略投資454億円、一般投資159億円

の合計613億円を予定しています。

キャッシュ・フロー分析
2016年度末における現金及び現金同等物は、前年度末から

223億円増加し、411億円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通り

です。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益

が増加したことや、仕入債務が減少から増加に転じたことなど

により、前年度比26.1％増の284億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動において使用した資金は、現UWHの株式取得や関

係会社出資金の取得などにより、前年度比59.5％増の555億

円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により調達した資金は、新株式の発行による収入や

長期借入金による調達の増加により、前年度比342.7％増の

495億円となりました。

３．株主還元について

■ 配当政策について

4．財政状態について

■ 貸借対照表分析

■ 設備投資

■ 研究開発

■ 資本の財源および資金の流動性についての分析

※ 単元株式数変更および株式併合（2017年10月1日に変更）前のベースで表記
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2016年度の事業環境は、世界経済が全体的に緩やかな回

復基調にあるなか、国内においても企業部門、家計部門ともに

緩やかな景気回復が続きました。

このような環境のもと、アルミニウム圧延品業界における需

要も、全般として堅調に推移しました。板製品では、主力となる

飲料缶や自動車材の需要増が継続するとともに、液晶・半導体

製造装置の需要も好調で、内需全体で前年度を上回りました。

また、内需と輸出を合計した出荷量も3年連続で前年度比増と

なりました。

押出製品については、トラック・バス関連や建築関連の需要

が好調で、出荷総量は3年ぶりに前年度比増となりました。

伸銅品業界では、主力となる空調用銅管の主要用途である

家庭用および業務用エアコンの国内生産はいずれも堅調に推

移しました。これを受けて、国内出荷台数についても、両用途と

もに前年度比増となりました。

2016年度の当社グループの売上高は、自動車材や液晶・半

導体製造装置向けなどを中心に販売数量は前年度を上回った

ものの、円高による為替換算での減少や地金価格の下落による

影響により、ほぼ前年度並みの5,683億円（前年度比1.3％減）

となりました。

損益面では、公募増資と劣後ローンによる資金調達にともな

う費用の発生があったものの、統合効果によるコストダウンが当

初予定を上回ったほか、タイのUACJ (Thailand) Co., Ltd.

（以下、UATH）ラヨン製造所において生産性や販売数量の向上

により業績改善が進むなど、大きなプラス要因がありました。加え

て、エネルギー価格の下落や販売数量の増加、さらには地金価

格の下落にともなう棚卸評価関係の悪影響が前年度よりも縮小

したことなどにより、営業利益は259億円（同70.1％増）、経常

利益は198億円（同65.0％増）と、大幅な増益となりました。

また、棚卸影響を除いた実力を示す棚卸影響前経常利益は

240億円（同18.2％増）、Adjusted EBITDAは568億円（同

8.6％増）となりました。

なお、親会社株主に帰属する当期純利益は87億円（同

70.7%増）となりました。

今後の経済情勢の見通しは、国内においては、金融緩和政策

の継続や輸出の持ち直し、底堅い消費・設備投資に支えられた

内需の回復が緩やかに継続すると想定されます。一方で、海外

においては、中東情勢や朝鮮半島情勢など地政学的リスクが強

まるなか、米国新政権による政策の行方に加え、欧州諸国のEU

離脱懸念、中国経済の下振れリスクなど、不透明感がさらに増

すものと想定されます。

このような経済環境下において、OPECの減産合意や米国

新政権によるドル安誘導懸念などによりエネルギー価格が上昇

するリスクもあり、当社業績への影響が不透明な要素もありま

すが、中期経営計画「Global Step Ⅰ」に掲げた内容を、各事業

へと具体的に展開し、環境変化に強い収益基盤の確立と持続

的な成長に取り組んでいきます。

中期経営計画「Global Step Ⅰ」の最終年度にあたる2017

年度は、販売数量について、UATHラヨン製造所の缶材が大幅

に増加するほか、自動車向け、液晶・半導体製造装置向けが前

年度比で増加すると見込んでいます。加えて、地金価格が上昇

する影響も含めて、売上高は前年度比617億円増の6,300億

円を見込んでいます。

損益面でも、販売数量の増加に加えて、UATHラヨン製造所

のさらなる業績改善、統合効果にともなうコストダウン、地金価

格上昇による棚卸評価関係の改善などにより、大幅な増益を見

込んでおり、統合以降の過去最高益を更新する見通しです。営

業利益は同101億円増の360億円、経常利益は同102億円増

の300億円、親会社株主に帰属する当期純利益は同83億円増

の170億円を見込んでいます。

なお、実力ベースを示す棚卸影響前経常利益は同12億円増

の252億円、Adjusted EBITDAは同36億円増の604億円を

見込んでいます。

当社は、株主の皆様に対する配当の実施を利益還元の重要

な施策と考えています。安定的かつ継続的な配当の実施を基本

方針としながら、業績の動向や、企業価値向上のための投資や

競争力強化のための研究開発資金の確保、財務体質の強化な

どを総合的に勘案して判断していきます。

配当については、中間と期末の年2回の実施を基本方針とし

ており、期末配当については株主総会、中間配当については取

締役会により決定します。

2016年度は、中間・期末配当ともに1株当たり3円としまし

た。2017年度の配当については、1株当たり中間配当3円、期

末配当3円で年間合計6円※を予定しています。

2016年度末の資産合計は、2016年4月に米国の自動車用ア

ルミニウム構造材および各種アルミニウム部品の製造販売会社

の株式を取得し、UACJ Automotive Whitehall Industries, 

Inc.（以下、UWH）としてグループに迎えたことなどにより、

7,254億円（前年度比9.5％増）となりました。

負債合計は、上記の買収およびTAAのローガン工場や

UATHラヨン製造所への戦略投資にともなう長期借入金など

の増加により、5,271億円（同8.9％増）となりました。

純資産合計は、新株式の発行による資本金および資本剰余

金の増加や、親会社株主に帰属する当期純利益の計上による

利益剰余金の増加などにより、1,984億円（同11.1％増）とな

りました。

財務基盤の強化に向けた資金調達
当社は2017年3月に公募増資と劣後ローンによる資金調達

を実施しました。146億円の公募増資は、UATHラヨン製造所

における設備投資のために発行したコマーシャル・ペーパーへ

の充当として、400億円の劣後ローンは、主に設備投資資金へ

の対応として調達しました。

このような金額バランスで両者を組み合わせたのは、劣後

ローンは格付上、資本性が50％（＝200億円）認められるため、

自己資本の希薄化を抑えながら財務基盤の安定を図れると考え

たためです。

当社グループの研究開発を担う「技術開発研究所」では、お

客様の多様なニーズや環境・エネルギーの社会変動に対応する

ため、基盤技術の開発から製品および利用技術の開発まで、一

貫した研究開発を進めています。

2016年度も、時代を先取りした革新的な製品・技術開発の

スピードアップを図るため、世界最先端の研究機関とも積極的

に連携するとともに、グローバルに対応できる人材の育成とコ

ンプライアンスの徹底にも注力しました。

なお、2016年度の研究開発費用は総額で44億円となりま

した。
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に応えるための研究開発に注力しました。

また、生産性の向上や製造コスト・環境負荷の低減に向けて、

ハード、ソフト両面から新規製造プロセスの開発やIoT技術の導

入を積極的に推進。あわせて、シミュレーション技術のさらなる

展開や、分析機器の利用高度化など、基盤技術の強化にも注力

しました。さらに、経済産業省委託事業である「革新的新構造材

料等研究開発プロジェクト」に参画し、次世代航空機への適用

を目指した新合金の開発に取り組んでいます。

押出製品については、強みとする自動車用熱交換器材料の

開発とともに、航空機や自動車構造部材、スマートフォン用筐体

などの新規需要に向けたアルミニウム合金材料の開発を進め

ています。
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レッサホイールなど、付加価値の高いアルミニウム部材の開発

に積極的に取り組んでいます。

2016年度は、摩擦撹拌接合の差厚接合を駆使したアルミ

テーラードブランク材の開発が高く評価され、開発パートナーで

ある太平洋工業株式会社とともに、超モノづくり部品大賞の「自

動車部品賞」を受賞しました。

なお、アルミ圧延品事業の研究開発費は、43億円となりました。
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材の開発を進め、新合金の量産を開始。その際、腐食メカニズ

ムの解明が高く評価され、日本銅学会第50回論文賞を受賞し

ました。

なお、伸銅品事業の研究開発費は、1億円となりました。

加工品・関連事業
加工品・関連事業では、高性能かつ精密なパワーコントロー

ルユニットなど冷却デバイスの開発を進めており、すでにサンプ

ル出荷を開始しています。今後は、さらなる需要拡大が期待さ

れる高性能用途への拡販を図ります。

空調熱交換器分野では、当社グループの技術総合力と材料・
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自動車部品分野では、量産を開始した全世界対応型超軽量

アルミニウム製バンパーシステムのさらなる拡販を図ります。さ

らに、国内および北米での自動車構造部品の需要増大に対応す

べく、アルミニウム部品の適用拡大への取り組みを強化します。

なお、加工品・関連事業の研究開発費は、5百万円となりました。

2016年度の設備投資は、成長分野・地域への戦略投資が

204億円、既存設備の維持更新に対する一般投資が112億円

で、総額は316億円となりました。セグメント別では、アルミ圧延

品事業が283億円、伸銅品事業が4億円、加工品・関連事業が

26億円、全社共通が2億円となりました。

主な戦略投資としては、北米での需要増大に対応するため、

TAAのローガン工場において鋳造能力を含めたアルミニウム

板圧延能力の増強に向けた設備投資で、2017年度も継続して

いきます。

なお、2017年度は、戦略投資454億円、一般投資159億円

の合計613億円を予定しています。

キャッシュ・フロー分析
2016年度末における現金及び現金同等物は、前年度末から

223億円増加し、411億円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通り

です。

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により得られた資金は、税金等調整前当期純利益

が増加したことや、仕入債務が減少から増加に転じたことなど

により、前年度比26.1％増の284億円となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動において使用した資金は、現UWHの株式取得や関

係会社出資金の取得などにより、前年度比59.5％増の555億

円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により調達した資金は、新株式の発行による収入や

長期借入金による調達の増加により、前年度比342.7％増の

495億円となりました。

３．株主還元について

■ 配当政策について

4．財政状態について

■ 貸借対照表分析

■ 設備投資

■ 研究開発

■ 資本の財源および資金の流動性についての分析

※ 単元株式数変更および株式併合（2017年10月1日に変更）前のベースで表記
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前連結会計年度
（2016年3月31日）

当連結会計年度
（2017年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）

機械装置及び運搬具（純額）

土地

建設仮勘定

その他（純額）

有形固定資産合計

無形固定資産

のれん

その他

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

その他

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

前連結会計年度
（2016年3月31日）

当連結会計年度
（2017年3月31日）

連結貸借対照表
単位：百万円 単位：百万円

99,090

63,921

2,500

47,714

36,560

249,784

5,000

169,871

19,581

1,043

18,814

19,869

234,177

483,961

45,000

73,041

36,103

△214

153,931

1,184

△1,003

9,649

1,270

11,100

13,552

178,582

662,543

104,431

50,592

2,500

45,268

34,859

237,650

2,500

222,964

17,823

929

18,768

26,449

289,433

527,083

52,277

80,318

42,252

△241

174,605

2,592

△661

6,851

703

9,485

14,270

198,360

725,443

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

1年内償還予定の社債

1年内返済予定の長期借入金

その他

流動負債合計

固定負債

社債

長期借入金

リース債務

事業構造改善引当金

退職給付に係る負債

その他

固定負債合計

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

非支配株主持分

純資産合計

負債純資産合計

18,934

115,103

30,780

47,617

30,875

20,120

△20

263,409

63,566

93,100

115,150

11,860

9,229

292,904

43,232

17,580

60,812

29,363

389

15,747

△81

45,419

399,135

662,543

41,242

126,287

29,179

42,969

43,764

22,152

△29

305,563

61,516

95,953

115,034

24,616

8,348

305,467

50,677

16,713

67,390

28,269

421

18,436

△103

47,023

419,880

725,443
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前連結会計年度
（2016年3月31日）

当連結会計年度
（2017年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）

機械装置及び運搬具（純額）

土地

建設仮勘定

その他（純額）

有形固定資産合計

無形固定資産

のれん

その他

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

その他

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

前連結会計年度
（2016年3月31日）

当連結会計年度
（2017年3月31日）

連結貸借対照表
単位：百万円 単位：百万円

99,090

63,921

2,500

47,714

36,560

249,784

5,000

169,871

19,581

1,043

18,814

19,869

234,177

483,961

45,000

73,041

36,103

△214

153,931

1,184

△1,003

9,649

1,270

11,100

13,552

178,582

662,543

104,431

50,592

2,500

45,268

34,859

237,650

2,500

222,964

17,823

929

18,768

26,449

289,433

527,083

52,277

80,318

42,252

△241

174,605

2,592

△661

6,851

703

9,485

14,270

198,360

725,443

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金

短期借入金

1年内償還予定の社債

1年内返済予定の長期借入金

その他

流動負債合計

固定負債

社債

長期借入金

リース債務

事業構造改善引当金

退職給付に係る負債

その他

固定負債合計

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

非支配株主持分

純資産合計

負債純資産合計

18,934

115,103

30,780

47,617

30,875

20,120

△20

263,409

63,566

93,100

115,150

11,860

9,229

292,904

43,232

17,580

60,812

29,363

389

15,747

△81

45,419

399,135

662,543

41,242

126,287

29,179

42,969

43,764

22,152

△29

305,563

61,516

95,953

115,034

24,616

8,348

305,467

50,677

16,713

67,390

28,269

421

18,436

△103

47,023

419,880

725,443

財務・業績報告

61 62



575,735
509,176
66,559
51,348
15,212

199
356
284
1,672
2,511

3,525
－
－

2,188
5,713
12,010

113
3,325
282
3,720

878
430
－
－

446
1,754
13,976
3,523
4,524
8,048
5,928
823
5,105

568,316
490,460
77,856
51,987
25,869

573
449
286
992
2,299

3,790
1,405
1,195
1,959
8,349
19,819

119
－
18
137

707
365
270
185
148
1,675
18,281
8,505
174
8,679
9,602
887
8,715

13,976

22,893

2,521

△555

3,525

△3,325

△7,873

5,228

△11,860

1,526

26,055

1,041

△3,471

△4,117

3,004

22,511

△29,126

△1,505

－

△17

△4,110

△34,759

△13,724

△6,000

67,283

△48,311

△2,643

－

△2,567

△213

17,151

4,527

△5,656

1,328

11,176

△1,064

△2,135

20,949

－

18,814

18,281

23,508

3,177

△1,022

3,790

－

△8,855

△5,983

4,331

△3,644

33,583

1,439

△3,786

△2,844

－

28,393

△30,544

△1,107

△14,494

△5,091

△4,221

△55,456

△14,153

－

97,939

△48,832

△2,500

14,553

△2,566

△195

635

9,013

△4,204

△213

49,478

△136

22,278

18,814

33

41,125

5,928

△840
△783
△8,785
1,131
△1,756
△11,034
△5,106

△4,813
△293

9,602

1,405
560

△1,460
△679
△1,454
△1,627
7,975

7,100
874

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
受取利息
受取配当金
受取賃貸料
その他
営業外収益合計

営業外費用
支払利息
持分法による投資損失
資金調達費用
その他
営業外費用合計

経常利益
特別利益
固定資産売却益
受取保険金
その他
特別利益合計

特別損失
固定資産除却損
減損損失
火災による損失
特別退職金
その他
特別損失合計

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

 
連結キャッシュ・フロー計算書連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

単位：百万円連結包括利益計算書

単位：百万円 単位：百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

のれん償却額

受取利息及び受取配当金

支払利息

受取保険金

売上債権の増減額（△は増加）

たな卸資産の増減額（△は増加）

仕入債務の増減額（△は減少）

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

保険金の受取額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

連結の範囲の変更を伴う子会社出資持分の取得による支出

関係会社出資金の取得による支出

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少）

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

社債の償還による支出

株式の発行による収入

配当金の支払額

非支配株主への配当金の支払額

セール・アンド・リースバックによる収入

セール・アンド・割賦バックによる収入

リース債務の返済による支出

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期末残高

当期純利益
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整額
持分法適用会社に対する持分相当額
その他の包括利益合計

包括利益
（内訳）
親会社株主に係る包括利益
非支配株主に係る包括利益
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575,735
509,176
66,559
51,348
15,212

199
356
284
1,672
2,511

3,525
－
－

2,188
5,713
12,010

113
3,325
282
3,720

878
430
－
－

446
1,754
13,976
3,523
4,524
8,048
5,928
823
5,105

568,316
490,460
77,856
51,987
25,869

573
449
286
992
2,299

3,790
1,405
1,195
1,959
8,349
19,819

119
－
18
137

707
365
270
185
148
1,675
18,281
8,505
174
8,679
9,602
887
8,715

13,976

22,893

2,521

△555

3,525

△3,325

△7,873

5,228

△11,860

1,526

26,055

1,041

△3,471

△4,117

3,004

22,511

△29,126

△1,505

－

△17

△4,110

△34,759

△13,724

△6,000

67,283

△48,311

△2,643

－

△2,567

△213

17,151

4,527

△5,656

1,328

11,176

△1,064

△2,135

20,949

－

18,814

18,281

23,508

3,177

△1,022

3,790

－

△8,855

△5,983

4,331

△3,644

33,583

1,439

△3,786

△2,844

－

28,393

△30,544

△1,107

△14,494

△5,091

△4,221

△55,456

△14,153

－

97,939

△48,832

△2,500

14,553

△2,566

△195

635

9,013

△4,204

△213

49,478

△136

22,278

18,814

33

41,125

5,928

△840
△783
△8,785
1,131
△1,756
△11,034
△5,106

△4,813
△293

9,602

1,405
560

△1,460
△679
△1,454
△1,627
7,975

7,100
874

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
受取利息
受取配当金
受取賃貸料
その他
営業外収益合計

営業外費用
支払利息
持分法による投資損失
資金調達費用
その他
営業外費用合計

経常利益
特別利益
固定資産売却益
受取保険金
その他
特別利益合計

特別損失
固定資産除却損
減損損失
火災による損失
特別退職金
その他
特別損失合計

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

前連結会計年度
（2015年4月1日～2016年3月31日）

当連結会計年度
（2016年4月1日～2017年3月31日）

 
連結キャッシュ・フロー計算書連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

単位：百万円連結包括利益計算書

単位：百万円 単位：百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

のれん償却額

受取利息及び受取配当金

支払利息

受取保険金

売上債権の増減額（△は増加）

たな卸資産の増減額（△は増加）

仕入債務の増減額（△は減少）

その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

保険金の受取額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

連結の範囲の変更を伴う子会社出資持分の取得による支出

関係会社出資金の取得による支出

その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少）

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

社債の償還による支出

株式の発行による収入

配当金の支払額

非支配株主への配当金の支払額

セール・アンド・リースバックによる収入

セール・アンド・割賦バックによる収入

リース債務の返済による支出

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期末残高

当期純利益
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整額
持分法適用会社に対する持分相当額
その他の包括利益合計

包括利益
（内訳）
親会社株主に係る包括利益
非支配株主に係る包括利益
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